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デジタルテクノロジーの進化と生じるリスク 

ITは事業に必要不可欠であり、日々技術の進展
が進んでいます。
デジタルテクノロジーがもたらすリスクは多岐にわたり、
これらのリスクに適切に対応できない場合、セキュリ
ティリスクや事業収益への下方影響リスクが考えら
れます。
リスクが多岐にわたり、環境変化も激しいことから、
組織としてデジタルテクノロジーがもたらすリスクに対
応できているかを評価し、継続的な改善を促すこと
で、リスクを抑えることが求められています。

内部監査部門への期待と課題

ステークホルダーは、内部監査部門に対し、このよう
な客観的なアシュアランス機能だけではなく、企業
の価値創造のための助言や洞察の提供をも求め
ています。
内部監査部門への期待に応えるためには、ITおよ
び監査の知見をもったリソースを確保し、確実に対
応することが必要になっています。
ただし、ITや監査の知見を持つ人材は不足しており
内部監査部門において、IT分野は十分な対応が
なされていないケースが多いのが現状です。

多様化するデジタルテクノロジーリスクへの対応、
組織への助言・指導機能の発揮に向けて
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IT内部監査高度化支援サービスの概要

IT内部監査支援サービスでは、ITリスクの把握、評
価からIT内部監査計画策定、IT内部監査実施、
結果報告、計画の見直しに至るまで、企業の状況
に応じ、コソースやアウトソースといった形態により、
一貫したサービスを提供しています。

またIT内部監査に係る人材育成サービスも提供可
能であり、スキルトランスファーを行いながら組織にお
けるIT内部監査の内製化を目指すことも可能です。

IT内部監査のアプローチ

デロイトトーマツの専門家の知見を結集したナレッジ
である、リスクインテリジェンスマップ等を使用して、 
ITリスクについて洗い出した上で、企業のリスク把
握および評価を行います。

サイバーセキュリティ、情報セキュリティ、システムリス
ク管理、システム導入プロジェクト、子会社監査な
どリスクの高低や組織の課題感などに応じたテーマ
を設定し、IT内部監査計画に盛り込みます。

予備調査で評価項目を策定し、本調査で検出事
項やグッドポイントの抽出を行います。
最終的な経営層へのレポーティングまで支援します。
また、被監査部署の改善計画の確認や改善状況
のフォローアップも可能です。

デロイトトーマツの強み・実績

デロイトトーマツでは、IT管理態勢を客観的に評価
し、企業に適したアドバイスを行い、改善を支援し
ます。

また、官公庁・金融機関・社会インフラ等に対して、
IT監査に関する豊富な知見・実績を有しています。

デロイトトーマツにおけるIT監査は、リスクベースアプ
ローチを基本とし、当局からの要請や昨今のトピック
を加味した実効性のあるメソドロジーを有しています。

これまでの豊富な経験を生かして高品質なIT内部
監査支援サービスを提供します。
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